












特定最低賃金の改正・新設
に向けて



１．とりまく環境
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日本経済の現状と2026年度の見通し

日本銀行は2026年4月の展望レポートで、中東情勢による原油高を背景に2026年度の成長見
通しを下方修正した。一方で物価は上振れし、賃金と物価の好循環は続くと見込む。

＋0.5%
2026年度の実質GDP成長

率見通し
前回1.0％から下方修正

（原油高）

＋2.8%
2026年度の消費者物価指

数見通し
除く生鮮食品・2％台後半

へ

緩やかに成長
2027年度以降は成長率を

高める
賃金と物価の好循環が続く

中東情勢による原油高が下押しリスク。内需主導の安定成長には、特定最低賃金を含
む賃金の底上げが不可欠である

日銀は成長の下振れと物価の上振れ、双方のリスクに留意
賃上げによる可処分所得の増加が個人消費と成長を支える

出所︓日本銀行「経済・物価情勢の展望」（2026年4月）



4

高まる中小企業の支払い能力

中小企業の財務状況は改善している。経常利益が改善し、内部留保・現金預金が積み上がっ
ている。

改善
経常利益

（コロナ禍以降に回復）

積み上がり
内部留保・現金預金
（支払い余力が拡大）

低下傾向
労働分配率

（人件費の伸びは抑制的）

中小企業の支払い能力は高まっている。付加価値の回復に見合った「人への投資」が
求められる

コロナ禍以降、付加価値が回復する一方で人件費の伸びは抑えられ労働分配率は低下が続いている

出所︓財務省「法人企業統計調査」（製造業・資本金1億円未満、2014→2024年度）
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地方からの人材流出

人口の東京圏への集中が続き、地方では人材の流出が止まらない。賃金水準は地域の魅力を
左右する。

+135,843人
東京圏の転入超過数
（前年比 +9,328人）

千葉 ＋7,836人

7都府県
転入超過はわずか7都府県
他は転出超過が継続
一都三県・滋賀・大阪・福岡

正の相関
地域別最低賃金が高い地域
ほど転入超過が多い傾向

人材確保の観点から、特定最低賃金によって地域間格差を是正し、産業にふさわしい
賃金へ引き上げる必要がある

賃金水準の高さは地域の魅力の一つとなる
人口移動は最低賃金だけが理由ではないが、確かな要因となりうる

出所︓総務省「住民基本台帳人口移動報告」、厚生労働省「地域別最低賃金の全国一覧」（2025年）
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賃金水準の引き上げは人材確保に有効

最低賃金より5%以上高い求人賃金を提示すると3か月以内の被紹介件数が約10%増加する。

5.1
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9.8
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2.0

4.0

6.0

8.0
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12.0

1か月以内 2か月以内 3か月以内

＋約10%
賃金5%増で被紹介件数が

増加

ポイント

● 高い賃金の提示は求職者の
検索・紹介を増やす

● 特定最低賃金を地域別最低
賃金より高く設定することは人
材確保に有用

● その効果はデータでも裏付
けられている

出所︓厚生労働省「令和5年版 労働経済の分析」p131
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労働組合の有無による賃上げ格差

労働組合の有無による賃上げ率の差が年々拡大している（2025年）。

4.8

4.0

3.6

3.8

4.0

4.2

4.4

4.6

4.8

5.0

労働組合あり 労働組合なし

0.8pt の差
組合の有無で
賃上げ率に差

ポイント
● 労使交渉の手段を持た
ない未組織労働者は賃上げ
が困難

● 特定最低賃金の引き上
げで企業内最賃の水準を波
及させる

● 未組織労働者を含めた
産業全体の賃金の底上げが
必要

出所︓厚生労働省「賃上げ等の実態に関する調査」
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経営者団体の主張の変化

経団連の主張は「廃止を検討」一辺倒から変化し、特定最低賃金の積極活用を認める記載が
加わった。

「地域別最低賃金を下回る特
定最低賃金は速やかに廃止を

検討すべき」
廃止のルール化も選択肢

これまで

「産業労使のイニシアティブ
により特定最低賃金を設定す
ることはあり得る」

積極活用を認める記載が追加

現在現在

私たちの産業は「各地域で成長を期待される産業」「各地域の魅力向上」
の観点から、特定最低賃金を設定すべき産業である。

出所：経団連「2026年経営労働政策特別委員会報告」（2026年1月20日）



２．特定最低賃金の意義
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特定最低賃金がもたらす「好循環」

特定最低賃金を活用し、産業の持続的な発展を促す
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最低賃金法の目的と産業における役割

産業における役割最低賃金法の目的視点

労働組合のない中小企業や非正規雇用で働く労働者の賃
金を底上げし、産業内の賃金格差を是正する労働者の生活の安定労働者にとって

入り口賃金の優位性を確保し、産業の魅力を高め、人材
の確保・定着につなげる

労働力の質的向上及び
事業の公正な競争の確保使用者にとって

産業にふさわしい最低賃金によって公正競争を確保し、
産業の健全な発展を促す国民経済の健全な発展に寄与する日本経済・産業にと

って

特定最低賃金の目的は「労働条件の向上」と「公正競争の確保」― 賃金の不当な切り下げ
の防止によって達成される
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特定最低賃金の意義 ― 三つの視点

■低賃金を武器とする企
業の参入を防ぎ、賃金の切
り下げや賃上げ抑制を阻止

■ 未組織・非正規を含め
、産業全体の賃金・労働条
件を向上

労働者にとって

■ 適正な賃上げで他産業
に対する賃金の優位性を確
保

■ 産業の魅力を高め、人
材の確保・定着と生産性向
上につなげる

使用者にとって

■中小・非正規の賃上げ
を促し、経済の好循環を後
押し

■ 公正競争を確保し、産
業の健全な発展と持続可能
性を高める

日本経済・産業にとって

低賃金競争を防ぎ、産業全体の賃金水準を引き上げることが、労使・経済の三方に利益をもたらす
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産業全体の賃金底上げと格差是正

特定最低賃金は、地域別最低賃金では是正できない産業内の賃金格差を是正する。

小売業
大手・中小間、正規・非正
規間で賃金格差が拡大

産業内格差
地域別最低賃金では
是正できない格差に対応

底上げ
未組織労働者やパートタイ
マーへ賃金の底上げが波及

特定最低賃金により産業全体の賃金を底上げし、企業規模・雇用形態による格差を是
正する

小売業では大手と中小、正規と非正規の賃金格差が拡大している
産業にふさわしい賃金水準の確保が求められる

出所︓厚生労働省「特定最低賃金の意義・役割」、UAゼンセン
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組織労働者の賃上げを中小・非正規へ波及

労働組合のある企業とない企業で賃上げ率の差が拡大。特定最低賃金が未組織・非正規労働
者への波及を後押しする。

0.8pt
労組あり4.8％・なし4.0％
賃上げ率の差が拡大

約7割
賃上げ継続が必要とされる
中小企業が雇用する労働者

好循環
成長と分配の
好循環を実現

組織労働者の賃上げの流れを、特定最低賃金によって未組織・非正規労働者へ確実に
波及させる

「約7割の労働者を雇用する中小企業で賃上げの継続が必要」
日本経済団体連合会「2026年版 経営労働政策特別委員会報告」

出所︓厚生労働省「賃上げ等の実態に関する調査」（2025年）、日本経済団体連合会「2026年版経営労働政策特別委員会報告」
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公正競争の確保と産業の持続的発展

特定最低賃金の本来の目的は、不当な賃金の切下げを防ぎ、公正な競争条件を確保すること
にある。

公正競争
不当な賃金の切下げを防ぎ
公正な競争条件を確保

品質・人材
低賃金競争から

サービス品質・生産性競争
へ

地域単位
県境を越えた不当競争を防
止し地域単位で設定

低賃金競争から脱却し、サービスの質・人材育成・生産性で競う産業への転換を促す

特定最低賃金は価格転嫁の客観的な根拠としても活用できる
公正な競争条件が産業の持続的な発展を支える

出所︓厚生労働省「特定最低賃金の意義・役割」、UAゼンセン
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人材確保・定着と産業の魅力向上

小売業は慢性的な人手不足にあり、少子高齢化で一層深刻化している。賃金水準の確保が人
材の確保・定着の鍵となる。

人手不足
小売業の人手不足は
高齢化で一層深刻化

上回る水準
定着には地域別最低賃金を
上回る賃金水準が不可欠

生産性向上
人材への投資が生産性と

競争力を高める

地域別最低賃金を上回る賃金水準の確保が、人材の確保・定着と産業の魅力向上につ
ながる

人材への投資は生産性・競争力の向上に直結する
産業の魅力向上が更なる人材確保を呼び込む

出所︓厚生労働省「労働経済の分析」、UAゼンセン
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地域社会と地域経済を支える役割

小売業は地域に根ざした社会インフラであり、多くのパートタイマーが地元で働いている。
賃上げは地域経済を直接支える。

社会インフラ
小売業は地域に根ざした

社会インフラ

地元雇用
多くのパートタイマーが
地元で働いている

消費拡大
小売業の賃上げは

地域消費を直接押し上げる

賃上げ → 消費拡大 → 地域経済の活性化 という好循環を地域にもたらす

小売業の賃金上昇は地域の購買力を高める
地域経済の活性化が産業の基盤を支える

出所︓経済産業省「商業動態統計」等、UAゼンセン
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まとめ

支払い能力は向上し、賃上げの環境は整っている
中小企業の財務は改善し労働分配率は低下。経済も賃金と物価の好循環へ1

人材の確保・定着へ、ふさわしい水準への引き上げを
深刻な人手不足の中、高い賃金水準は人材確保に有効で地域経済も支える2

産業全体の賃金底上げと格差の是正を
未組織・非正規へ賃上げを波及させ、企業規模・雇用形態の格差を是正する3

公正競争を確保し、産業の持続的発展を
低賃金競争を防ぎ、経営者団体も容認。活用しやすい運用方針への見直しを4

特定最低賃金を活用し、労使・経済の好循環と産業の持続的な発展を実現する


